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です。内閣府ではこれまで、防災・復興の

あらゆる施策に男女共同参画の視点を反映

するために取り組んできており、その一つ

が「災害対応力を強化する女性の視点～男

女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライ

ン～（令和２年５月）」（以下、ガイドライン）の

作成です。本ガイドラインは、地方公共団体

の職員が災害対応において男女共同参画の

視点からの取組を計画・実施する際に参照

するものであり、災害の各段階における具

体的な取組ポイントや事例について説明し

ています。

　ガイドラインは３部構成で、「第１部」

では、ガイドラインの骨格となる７つの基

本方針を示しています。平常時からの取組

の重要性に加えて、女性は防災・復興の

「主体的な担い手」であること、男女の人

権を尊重して安全・安心を確保すること等

を掲げています。

　「第２部」では、「平常時の備え」、「初動段

階」、「避難生活」、「復旧・復興」のそれぞれ

の段階で、男女共同参画の視点から取り組む

べき事項を記載しています。例えば、「平常時

の備え」の中では「地方防災会議」１）について

扱い、防災会議への女性委員の早期登用の

必要性や登用のための具体策を示していま

す。令和２年12月に閣議決定した「第５次

男女共同参画基本計画」においても、令和

７年までに都道府県及び市区町村防災会議

における女性委員の割合を３割とすること

を成果目標に掲げていますが、現状では、

都道府県防災会議の委員に占める女性の

割合は現状19.2％２）、市町村防災会議では

10.3％と、目標達成には厳しい状況です。

　大規模災害の発生は、全ての人の生活を

脅かしますが、とりわけ、女性や子ども、

脆弱な状況にある人々がより多くの影響を

受けることが指摘されています。東日本大

震災をはじめとするこれまでの災害では、

様々な意思決定過程に女性の参画が十分確

保されず、女性と男性のニーズの違いに配

慮されないといった課題が生じました。ま

た、女性や子どもに対する性暴力やＤＶ

（ドメスティック・バイオレンス）の被害

も報告されています。

　災害時に女性が困難に直面する背景には、

「男性は仕事、女性は家庭」といった平常時の

固定的な性別役割分担意識が影響しており、

日ごろから女性は家事・育児、介護などの家族

のケアを担うことが多く、災害時には家族ケア

の負担が増大します。また避難所では、女性

が炊き出し、後片付け、掃除といった特定

の活動を負担し続けて疲弊してしまうとい

う課題も見られました。

　こうした災害時に女性が抱える困難を解

消するためには、意思決定過程や防災の現

場に女性が参画

し、男女共同参

画の視点を取り

入れた防災・復

興体制を確立す

ることが不可欠

男女共同参画の視点からの防災・復興

内閣府男女共同参画局総務課

防災・復興ガイドライン サイトはここから
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防災会議への女性

の参画により、災

害対策に係る計画

に男女共同参画の

視 点 が 組 み 込 ま

れ、平常時・災害

時に女性の視点に

立った災害対応を

実施できるように

なることから、防

災の意思決定過程

への女性の参画拡

大が急務となって

います。

　「避難生活」で

は、男女共同参画

の視点からの対応が最も求められる避難所

における取組のポイントを挙げています。

上述のように、これまでの災害では、一部

の男性に避難所運営におけるリーダーの過

度な責任が集中する一方で、食事や片付け

などが女性に集中することがあり、特定の

活動が片方の性別に偏ることのないように

する必要があります。そこで、避難所の管

理をするリーダーや副リーダーに、女性と

男性の両方を配置することが重要です。管

理責任者に、女性が参画してリーダーシッ

プを発揮することで、女性と男性の双方の

ニーズへのきめ細かく丁寧な対応が期待で

きます。

　さらに、避難所におけるプライバシーの

確保も大きな課題の一つでした。そこで、

写真のような、プライバシーの確保された

間仕切りなどにより、世帯ごとのエリアを

設けることで、避難所の環境改善につなが

ります。

　第３部の「便利帳」には、切り離して使

える様々なチェックシートなど、災害時に

便利に使用でき、見本となる素材を掲載し

ています。避難所を開設した際に、「避難

所チェックシート」を使って避難所の運営・

管理状況を確認したり、避難者へのヒアリン

グを実施したりすることで、避難生活の環境

を効率的に改善することができます。

　本稿でご紹介した取組はごく一部ですの

で、全文は男女共同参画局のＨＰからダウン

ロードしてご覧ください。また、令和３年には

ガイドラインの内容をより深く学び、男女

共同参画の視点に立った災害対応に取り組

んでいただくための教材「実践的学習プロ

グラム」を作成しました。地方公共団体の

職員向けの教材ですが、自治会・自主防災

組織、研究機関や大学、災害支援を行う民

間団体、女性防災リーダーなど、防災活動

段階ごとに取り組むべき事項

紙の間仕切り例 （写真提供：株式会社　坂茂建設設計）
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　災害対応に当たっては、現場を担う地方

公共団体の役割が重要である一方、平常時

からの地域の防災力向上には、自治会や自

主防災組織といった地域組織や民間団体等

との連携が不可欠であり、こうした地域の

防災活動に女性が参画することが大変重要

です。そこで、内閣府では地域で女性が防

災活動をするに当たっての課題及び地方公

共団体や自治会・自主防災組織等の地域組

織の先進的な取組について調査・分析し、

女性が防災リーダーとして地域で活躍する

ためのノウハウと事例をとりまとめました。

　本「ノウハウ・活動事例集」の作成では

まず、女性が地域で防災活動を行うに当

たっての課題を抽出するため、女性防災士

や自主防災組織の役員、自治会長等の女性

を対象にワークショップを実施しました。

その結果、「防災＝男性という意識が根強

く、防災活動は男性中心に行われている」

ことや、固定的な性別役割分担意識の影響

により「組織の代表や役員はほぼ男性」

「女性は補助的な役割しかやらせてもらえ

ない」といった課題が浮き彫りになりまし

た。また、「防災活動に対して家族の理解

が得られない」や、家庭や仕事との両立に

難しさを感じるという声も聞かれました。

●第１部　ノウハウ集

　上記の課題を踏まえ、ノウハウ集の前半

では防災活動に

女性が参画する

ために地域とし

て何ができるか

を検討するため、

「地域のギモン」

に取り組まれている地域の方々の研修や勉

強会でも使用できるよう印刷・投影用スライ

ド教材のほか、動画教材もありますので、ぜ

ひ活用ください。

　また、ガイドラインがあっても、実際に

災害対応の現場で活用されなければ意味が

ありません。内閣府は、令和３年からガイ

ドラインの内容に基づく「地方公共団体の

男女共同参画の視点からの取組状況調査」

を実施しています。調査の結果、各地方公

共団体の防災・危機管理部局における女性

職員の配置状況は都道府県では11％、市区

町村では６％と低く、全国で防災担当部局

に女性の職員が一人もいない市区町村が６

割を超えることが判明３）し、多くの地方公

共団体で防災の意思決定過程や現場に女性

の参画が欠如している実態が明らかになり

ました。こうした状況を改善するため、防

災分野における女性の参画拡大に積極的に

取り組む地方公共団体を好事例集としてと

りまとめました。女性の視

点を吸い上げる体制づく

りや「男女共同参画の視

点からの防災」をテーマと

した職員研修の実施等に

取り組む17団体の事例を

紹介しています。

女性が力を発揮するこれからの地域防災

※庁内の防災・危機管理部局の総職員数を０と回答した15自治体を除く

（政令市を含む1741市区町村）

防災・危機管理部局に
女性職員がいない市区町村数

ノウハウ活動事例集

実践的学習プログラム

のサイトはこちらから

サイトはここから
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■男女共同参画の視点からの防災・復興■

行っています。岐阜県と岐阜大学が共同で

設置した「清流の国ぎふ防災・減災セン

ター　げんさい未来塾」では、研修生一人

ひとりに合わせたカリキュラムを設定し、

実際に地域で動ける人材を育成するための

きめ細かいフォローをし、女性が継続して

防災活動ができるよう支援をしています。

　地域の防災活動に女性が参画すること

は、防災活動の担い手が増えるだけでな

く、多様な視点が反映され、地域の防災力

向上につながります。災害に強い地域をつ

くるために男女共同参画の視点からの取組

をお願いします。

としてＱ＆Ａ形式でまとめました。まずは防

災活動に関心を持ってもらうために、地域

のお祭りと防災を組み合わせる、地域の活

動を「見える化」するという活動のヒント

や、地域組織に参画しやすくするために規

約で女性の役員の人数を決める、役割を性

別で固定しない等のノウハウを紹介してい

ます。また、個人の生活スタイルにあわせ

て活動に参加できるようにするため、会議

の時間設定の仕方や会議で女性が発言でき

るように女性だけで話せる部会を設ける等

の工夫を取り上げています。後半は「行政

のギモン」として、防災人材の育成に関す

る工夫や、防災講座や研修を受けた女性を

実際の活動につなげるための方法を紹介し

ています。

●第２部　活動事例集

　第２部は、第１部のノウハウに関連する

12団体の活動事例を掲載しています。高知

県安芸市の「川向地区防災会」は、副会長

を男女１名ずつにし、責任ある立場を男女

両方が担うことを規約に書き込むことで、

女性が組織に参画しやすい体制を整えてい

ます。同防災会では、女性の役員が増えた

ことで、組織の中で女性が意見を言いやす

くなったという効果もありました。宮城県

仙台市の「福住町町内会」では地域の夏祭

りと連動した防災訓練や近隣の小中学生と

の合同訓練の実施によって地域のつながり

が深まり、実際の震災時には地域と子ども

たちが協力して活動した例や、同市の「市

名坂東町内会」ではいざ災害が発生した時

に、避難所で迅速に女性や多様な方々の

ニーズを把握するための「女性コーディ

ネーター」の育成を行っているといった事

例を紹介しています。

　行政では、練馬区が誰でも気軽に参加で

きる防災講座を実施し、実際に防災活動を

したい女性に対しては丁寧に希望を聞き

取って自主防災組織等とのマッチングを

夏祭りと防災訓練の役員を連動し、
役割ごとにエプロンで色分け

乳幼児の保護者向け防災講習会

１）地方防災会議は、災害対策基本法によって都道府県・市町村
に設置され、災害対策に関する計画の策定や災害応急対応に
関わる関係機関との調整を行う

２）地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に
関する施策の推進状況（令和4年度）（数値は原則令和４年４
月１日時点）

３）ガイドラインに基づく地方公共団体の取組状況調査（令和４
年）「全体概要」（数値は令和４年12月31日時点）




